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大学教育の 質保証

一グ ロ ー バ ル 化 に よる学力観 と質概念の 変化 の なか で一

深堀　聰子 （国立教育政策研究所）

は じめに

　本課題研究の 目的は、教育の 質保証 の 課題

を、と くに 高校 と大学の 接続の 局面 に焦点を

あて る こ とで明 らか にす るこ とで ある 。 そ の

第 1報告 となる本報告の役割は、大学教育の

文脈にお ける質保証の 課題 を整理 する と とも

に、そ の 作業をとお して 、教育の 質保 証 の 概

念や仕組みに つ い て 整理 する こ とである。

　米国 にお い て 、初等 ・中等 ・高等教育段 階

の 教育機 関の 第三 者評価 を行 う6 つ の 地域ア

ク レ デ ィ テ
ー

シ ョ ン 団体が、い ずれ も 20 世

紀初頭ま でに結成された こ とが象徴す る とお

り、「教育の 質保証」 の概念 自体は古 くか ら存

在 し て きた。 し か しなが ら、今 日的文脈にお

ける教育の質保証の 問題は、20 世紀末か ら世

界同時進行で 展開 して きた大学進 学率の 上昇

とグ ロ
ーバ ル 化に直面す る大学教育の 問題 と

し て 顕在化 して い る 。 そ して 、主に大学入学

者 の選抜 とい う入 口管理 の ア プ ロ
ー

チ をとお

し て大学教育の 質保証を推 進 して きた 日本に

お い て は、大学教育の な かだ けでは解決で き

な い 質保証 の 問題が、高校教育の 質保証 お よ

び高大接続の 問題 として 表 出し て きて い る 。

　こ うした観点か ら、本報告で はまず、大学

教育 の 質保証 の あ り方を規定す る学力観 と質

概念の 変化 に注 目す る 。
つ ぎに、こ うし た学

力観 と質概念の 変化が、2000年代以降の 日本

の 高等教育政策をどの よ うに方 向づ け て き た

か を確認する。最後に 、 そ うした質保証 ア プ

ロ
ーチが大学の 教学改革に重大なイ ン パ ク ト

をお よぼ して きた
一

方で 、大学教育の な か だ

けで は本質的に解決で きない 課題が残 されて

い る こ とを示 して 、高校 の 質保証お よび 高大

接続の 問題 に関す る報告に繋ぐ。

1 ．学力観と質概念の変化

　大学進 学率の 上昇 とグ ロ ーバ ル 化の 進展は、

大学教育の質保証 の あ り方 をどの ように規定

して きた の だろ うか 。

　社会の あ らゆ る場 面 にお い て知識 の 重要性

が 高ま っ て い る 21 世紀知識基盤 社会にお い

て 、新 しい 知識 を創造 して 伝達する役 割を担

う大学の 重要性 も高ま っ て き て い る 。 大学は

学生 に、従来 どお り学術的 ・職業的な専門知

識 ・技能を習得させ るだけでな く、そ うした

学びをとお して 知識を統合 して応用す る能力 、

問題 を解決する能力、多様な他者 と協働す る

チ
ーム ワーク能力や コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能力、

生涯 学び続 ける能力等 も習得 させ 、 予測不 可

能な 21 世紀社会 の諸問題を解決 し、新 しい

知識や価値 を創造する人材 を育成する こ とも

求め られ るよ うにな っ て きて い る 。

　その なか で 、大学教育の 成果は、学生に専

門 的な知識 をどれだけ網羅的かつ 精緻 に習得

させ たか とい う 「コ ン テ ン ツ 」 の 観点 よ りも

む しろ、そ うした学習をとお して 何が で きる

よ うにな っ たか とい う 「コ ン ピ テ ン ス 」 の観

点か ら問われ る よ うになっ て きて い る。

　 た とえば 「欧州 チ ュ
ー

ニ ン グ」 で は、学生

が学位プ ロ グ ラ ム を修了する段階で何 を知 り、

理解 し、実行で きる こ とが期待 され る か とい

うコ ン ピテ ン ス の観点 か ら、大学間で 共有す

る専門分野別の 参照基準が詳述 され て い る 。

各大学は 、学生に これ らの コ ン ピテ ン ス を習

得 させ る の に適合的なカ リキ ュ ラ ム を構築し、

各科 目の なかで達成すべ き学習成果を定義す

る とともに、学習成果 の 習得を単位認定の条

件 とす る こ とが 提言 され て い る。

　経済協力開発機構（OECD ）による 「高等教

育に お け る学習成果 調 査（AHELO ）フ ィ
ージ

ビ リテ ィ
・ス タデ ィ 」 で は、経済学 と工 学の

分野 に つ い て 、こ の チ ュ
ーニ ン グ の 枠組に も

とつ い て国際通用性 の ある テ ス トの 開発 が試

み られ た 。 日本が参加 した工 学分野で は、土

木 工学プ ロ グラム をとお し て 獲得すべ き コ ン

ピ テ ン ス が 、
5 つ の 要素 （  工 学基礎 ・専門、

  工 学分析 、   工 学デザイ ン、  工 学実践、

  工学分野 にお ける
一般的技能）に整理 され、
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それ ぞれ の コ ン ピテ ン ス を測定す る た め の 問

題が作成 された 。

　こ の よ うに今 日的な学力観 とは、知識 の 習

得に とどま らず、そ の活用力ま で 問 うもの で

ある。こ うした学力観は 、初等 ・中等教育段

階で も、OECD 生徒の 学習到達度調 査 （PISA ）、
日本 の 全国学力 ・学習状況調査 、 米国の コ モ

ン ・コ ア州 ス タ ン ダー
ド （45州 お よび ワ シ ン

トン 特別区が参加）等で採用 されて き て い る 。

　そ うし たなか で 、大学教育の 「質」 の捉 え

方 も変化 して き て い る。大学教育 の 質は従来、

教学組織お よび施設 ・
設備面 で の 環境整備 の

適切 さな どの イン プ ッ ト要 因 、 教育改善機能

の 有効性 な どの プ ロ セ ス 要 因 、卒業率や就職

率 の 高さな どの ア ウ トプ ッ ト要因で捉 えられ

て きた。とこ ろが 、近 年で は、そ うした 間接

的な指標に とどま らず、学生が大学教育を と

お し て何を学んだ か、すなわ ち 「学習成果」

が直接問われ るよ うにな っ て きた。

　また 、国に よっ て 歴史的経緯は異な るも の

の 、大学教育の 質保 証 ア プ ロ ーチの 重点が 、

政府 に よる設置認 可 な どの 事前規制か ら、大

学人に よる第三 者評価 （事後確認 ）ヘ シ フ ト

す る なか で 、評 価指標 を大学教育 の ス テ イ

ク ・ホ ル ダー
であ る学生 ・保護者、雇用 主 、

政府 ・納税者に と っ て も分か りやすい もの に

す る方策 と して 、「学習成果」 を挙証す る こ と

が要請 され るよ うに な っ て きた。

　さらに、大学進学率 が上昇す るなか で、厳

格な入 学者選抜 （入 口管理 ）で は な く、カ リ

キ ュ ラ ム の構造化 と手厚 い 学生支援 （プ ロ セ

ス 管理 ）を と お し て 教育 の 質保証 を試み る大

学も増加 し て きた 。 そ の成果 と し て、学生 が

卒業段 階で 期待 され る 「学習成果」 を習得 し

た か ど うか を大学が明示する こ と（出 口管理 ）

が要請 され る よ うにな っ てきた の で あ る。

2 ．質保証をめ ぐる日本の高等教育政策

　 日本の 高等教育政策にお い て 、質的拡充が

掲げ られ た の は 、中央教育審議会 「我が 国 の

高等教育 の 将来像 （答申）」（2005 年）にお い

てで あ っ た。そ こ で は、量的充足を達成 した

日本の 大 学教育 の 課題 として 、18 歳人 口減少

に伴 う高等教育の 規模の 問題 に焦点が あ て ら

れ、多様化する学習者の 多様化する需要に的

確に対応 し て い くことが質を拡充する こ とで

ある とい う考 え の もとに、大学がそ の 個性 ・

特色を明確化 し て機能別分化 を図っ て い く必

要性が強調 され た 。 そ の背景には、大学設置

認可で の量的抑制 の 原則撤廃 と大学設置審査

の 準則 主義化 （2003 年）、お よび認 証評価 の

開始 （2004 年）に よ る、事前規制型 か ら事後

確認型 の 質保証シ ス テ ム へ の 移行が あ っ た。

　 と こ ろが 、中央教育審議会 「学士課程教育

の 構築に 向けて （答申）」 （2008 年）で は 、従

来 の 多様化 ・弾力化 の 方針が見直 され 、質保

証強化 へ の 転換が 図られた。すなわち、各大

学がア ドミ ッ シ ョ ン ・ポ リシ
ー （入 口管理 ）、

カ リキ ュ ラ ム ・ポ リシ ー
（プ ロ セ ス 管理 ）、お

よびデ ィ プ ロ マ ・ポ リ シ
ー

（出口管理）を一

体的に推進する こ とが提 言 され、とくに出 口

管理 につ い て 、学士 課程共通の 学習成果に関

する参考指針 として の 「学士力」 が提唱 され

た。 さらに、日本学術会議で は 、 文部科学省

の 審議依頼 （2008 年）を受 けて 、 各大学の学

部 ・学科が教育課程 の 学習 目標を同定 し、カ

リキ ュ ラ ム を編成 して い く際に参照す る 「分

野別の 参照基準」 の 策定にむけた審議が重ね

られて お り、既 に経営学、言語 ・文学、法学

等 の 分 野で は、審議結果が公 表 され て い る。

　学習成果を重視す る路線は、中央教育審議

会 「新た な未来 を築 くた め の 大学教育 の 質的

転換に向けて （答申）」 （2012 年）で も踏襲 さ

れて い るが、こ こ で は、教学マ ネジメ ン トの

改善と、学び の 好循環 を起動 させ る始点 と し

て の 「学修時間」 の 増加 ・確保が強調 され て

い る。

おわ りに

　学習成果を重視する高等教育政策は 、グ ロ

ーバ ル 化 が進 展す る知識 基盤 社会 に お い て 、

妥当な路線とい え よう。それ は、大学に よる

学生本位 の教学改革 を誘導す る イ ニ シ ア テ ィ

ブと して も、重要 な役割を果た して きた 。

　し か しなが ら、高校教育課程や大学入試 の

あ り方にみ る コ ン テ ン ツ ・ベ ー
ス の 学力観 と、

大学教育で 推進 されて い る コ ン ピ テ ン ス ・ベ

ー
ス の 学力観は非連続で あり、それ らの 関係

性 をどう理 解す るか は 、未整理 の まま で ある 。

18 歳人 口 の 減少に 伴 う大学進学率の 上昇の

問題 を ど う理解 し、大学教育の社会的意義 と

適正規模 をど う考 える の か につ い て も 、 未だ

明確 なビ ジ ョ ン が示 されて い ない
。 これ らは

いずれも大学の 枠組 の なかだけ で は本質的に

解決 で きな い 問題で あり 、 と くに高校教育 と

の 関連の なか で 検討 を深め る必要が ある。
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